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以下の（１）～（３）のいずれかの資料が必要となります。

経験期間を証明する資料（規則第7条第1号イ（1）に該当する者の場合）

　　イ）法人の役員としての経験の場合　（二点）

①経験を積んだ会社の経験期間分の登記事項証明書・履歴事項全部証明書・閉鎖登記簿謄本等(写）

②経験期間分の建設業許可通知書(写）

①就任時、退任時の変更届出書(様式第二十二号の二）(写）（受付印のあるもの）

※経験期間分が必要です。

　　ハ）個人事業主としての経験の場合　（二点）

①経験期間分の税務署の確定申告書(写）の第一表及び第二表

②経験期間分の建設業許可通知書(写） ※許可のない期間については役員と同様。

（１）「健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書（写）」、「健康保険・厚生年金被保険者資格取得確認及び標準報
　　酬決定通知書（写）」、「健康保険組合からの資格証明書（発行後３ヶ月以内）」

（２）「住民税特別徴収税額通知書（徴収義務者用）（写）」

（３）（１）及び（２）に準ずる資料
▽ 役員：税務署の「確定申告書（表紙及び役員報酬明細）（写）」、就任依頼書・承諾書など

なお、有効期限前の事業所名の記載がある健康被保険者証（写）も可とします。但し、事業所名の記載がない場合は上記の資料
いずれか一点が必要となります。

　◎出向者を申請・届出する場合は、以下の追加資料が必要となります。
　　　 「出向協定書（写）」など（出向者名・出向期間・出向条件等が確認できるもの）。
       自動更新等で出向期間が見かけ上超過している場合は、出向元からの「出向証明書」

≪許可要件等の確認のために必要な書類について≫

Ⅰ　現在の常勤性を証明する書類

○ ○ ○ ○ ○
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※常勤性の確認資料は、一葉でご提出をお願いいたします。（合格証明書等、有資格の添付資料と用紙を分けてご提出を
お願いいたします。）

Ⅱ　常勤役員等（経営業務の管理責任者等）の経験を確認する書類

○ － － －

※証明者と使用者（経験を積んだ会社）が異なる場合（例：法人の合併･解散等）、使用者の証明を得ることができない理由を備考欄
に記載し、当該事実を確認できる資料（閉鎖登記簿謄本等）を添付してください。「疎遠のため」等は不可とします。
　
※様式第７号常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書及び様式第７号の２常勤役員等及び補佐する者証明書の自己証
明は原則として認められません。
ただし、会社解散等やむを得ない場合に限り、当該事実を証明できる他の者（元取締役または本人）の証明とすることができます。
（閉鎖謄本が必要となります。）
「疎遠のため」等の理由による自己証明は一切認めません。

※許可のない期間中の軽微な工事での経験の場合、許可通知書に代わり経験期間分の工事請負契約書又は注文書・請書の
セット（写） （業種内容のわかるもの）が必要です。工事請負契約書又は注文書・請書のセットでないものは認められません。

※無許可営業（軽微な工事を除く）や附帯工事による経験は認められません。

　　ロ）令第３条使用人としての経験の場合　（一点）

○

※非常勤役員で、担当業務のない期間は認められません。

提出資料

申請及び届出事項
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